
松江地方法務局雲南支局の廃止に反対し、存続を求める意見書 

 

 国においては、行政改革推進の一環として、地方法務局支局の見直しが進めら

れている。特に、平成７年の民事行政審議会の答申で設けられた「登記所の適

正配置の基準」に基づき、全国各地の法務局出張所及び支局の統廃合が進めら

れている。 

 こうした中、本年３月末に松江地方法務局長から雲南市に対し、国の方針と

して平成２３年３月を目途に雲南支局を出雲支局へ統合する計画が示され、司

法書士会・土地家屋調査士会各雲南支部及び雲南地区の各商工会へも統合に関

する説明会が開催された。 

 現在、松江地方法務局雲南支局は、登記・戸籍・供託・人権擁護事務等に従

事し、地域住民の生活に関わる重要な役割を担っている。 

雲南圏域内約１，１６５k㎡に及ぶ広大な面積を有する当地域にとって、雲南

支局が廃止となった場合、統合支局まで赴くための所要時間が１時間以上を要

する地域が広範にわたるなど、利便性が大幅に低下し、地域活動や地域経済に

与える影響は甚大である。 

「登記所の適正配置の基準」では、「１つの圏域の事件数の合計が年間１万件

未満の場合は、隣接する圏域の登記所へ統合」とあるが、雲南支局の登記事件

数は３ヶ年平均で、年間約９，２００件と９千件を超えており、こうした実態

と地理的条件を勘案すべきである。 

また、国においては、統合による住民の利便性を低下させないための方策と

して、オンラインによる登記申請等を講じているが、高齢化が進む当地域にお

いては必ずしも有効な方策とは言い難い。 

更に、家族の土地所有名義人が代々にわたりそのまま放置され、相続手続き

がままならないケースが多々見受けられる。支局廃止によってこうした事態に

拍車が掛かることが懸念され、解消するための啓発活動を行う等、積極的な関

わりも持つべきである。 

人権擁護事務においても、より身近にあって相談しやすい条件を維持するこ

とが国の責務と考える。 

よって、現在計画されている松江地方法務局雲南支局の廃止に反対し、存続

を強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

平成２２年６月２５日 

 

島根県雲南市議会 


